
平成２１年度平成２０年度 比 較 対比(%)

391,230,000 390,430,000 800,000 0.2

国 民 健 康 保 険 事 業 97,189,000 94,074,000 3,115,000 3.3

老 人 保 健 事 業 73,000 8,210,000 △ 8,137,000 △ 99.1

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 15,720,000 14,859,000 861,000 5.8

介 護 保 険 事 業 49,889,000 49,238,000 651,000 1.3

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 39,000 43,000 △ 4,000 △ 9.3

市営北与野駅北口地下駐車場事業 351,000 340,000 11,000 3.2

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 376,000 383,000 △ 7,000 △ 1.8

用 地 先 行 取 得 事 業 739,000 987,000 △ 248,000 △ 25.1

浦和駅東口駅前地区市街地再開発事業 228,000 △ 228,000 皆減

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,459,000 1,034,000 425,000 41.1

深 作 西 部 土 地 区 画 整 理 事 業 321,000 167,000 154,000 92.2

北 部 拠 点 宮 原 土 地 区画 整理 事業 2,320,000 △ 2,320,000 皆減

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 957,000 518,000 439,000 84.7

浦和東部第一特定土地区画整理事業 2,514,000 2,319,000 195,000 8.4

南 与 野 駅 西 口 土 地 区画 整理 事業 518,000 499,000 19,000 3.8

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 153,000 136,000 17,000 12.5

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 709,000 772,000 △ 63,000 △ 8.2

南 平 野 土 地 区 画 整 理 事 業 145,000 157,000 △ 12,000 △ 7.6

公 債 管 理 3,448,000 2,747,000 701,000 25.5

計 174,600,000 179,031,000 △ 4,431,000 △ 2.5

水 道 事 業 49,340,290 52,398,920 △ 3,058,630 △ 5.8

病 院 事 業 12,482,000 12,411,000 71,000 0.6

下 水 道 事 業 49,676,000 48,302,000 1,374,000 2.8

計 111,498,290 113,111,920 △ 1,613,630 △ 1.4

677,328,290 682,572,920 △ 5,244,630 △ 0.8

２　予算案総括表

合 計

（単位：千円）

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

企

業

会

計

　一般会計予算の規模としては、国が地方財政対策で示した地方財政計画の前年度比1.0％減
に対して、0.2％増の予算となっています。
　特別会計では、事業の終了に伴い浦和駅東口駅前地区市街地再開発事業特別会計及び北部
拠点宮原土地区画整理事業特別会計の２つの会計が平成20年度をもって廃止されました。

廃　止

廃　止
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３　一般会計予算案

（１）歳入

平成２１年度 平成２０年度 比 較 対比(%) 構成比(%)

1 市 税 220,982,284 221,244,962 △ 262,678 △ 0.1 56.5

2 地 方 譲 与 税 2,791,000 3,017,000 △ 226,000 △ 7.5 0.7

3 利 子 割 交 付 金 986,000 947,000 39,000 4.1 0.3

4 配 当 割 交 付 金 364,000 1,190,000 △ 826,000 △ 69.4 0.1

5 株式等譲渡所得割交付金 205,000 611,000 △ 406,000 △ 66.4 0.1

6 地 方 消 費 税 交 付 金 9,873,000 9,755,000 118,000 1.2 2.5

7 ゴルフ場利用税交付金 109,000 113,000 △ 4,000 △ 3.5 0.0

8 特別地方消費税交付金 1 1 0 0.0 0.0

9 自 動車取得税交付金 1,851,000 3,067,000 △ 1,216,000 △ 39.6 0.5

10 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,180,000 6,674,000 △ 494,000 △ 7.4 1.6

11 地 方 特 例 交 付 金 2,586,000 2,937,000 △ 351,000 △ 12.0 0.7

12 地 方 交 付 税 2,445,000 2,460,000 △ 15,000 △ 0.6 0.6

13 交通安全対策特別交付金 550,000 600,000 △ 50,000 △ 8.3 0.1

14 分 担 金 及 び 負 担 金 3,557,798 3,977,365 △ 419,567 △ 10.5 0.9

15 使 用 料 及 び 手 数 料 6,643,448 6,800,668 △ 157,220 △ 2.3 1.7

16 国 庫 支 出 金 39,687,154 40,609,782 △ 922,628 △ 2.3 10.1

17 県 支 出 金 10,666,617 10,251,706 414,911 4.0 2.7

18 財 産 収 入 1,470,265 4,883,894 △ 3,413,629 △ 69.9 0.4

19 寄 附 金 15,011 15,011 0 0.0 0.0

20 繰 入 金 9,116,438 14,358,813 △ 5,242,375 △ 36.5 2.3

21 繰 越 金 1 1 0 0.0 0.0

22 諸 収 入 27,199,983 21,917,320 5,282,663 24.1 7.0

23 市 債 43,951,000 34,999,477 8,951,523 25.6 11.2

391,230,000 390,430,000 800,000 0.2 100.0

（単位：千円）

款

歳 入 合 計

　　本市の歳入の特徴
　市税の占める割合が大きい。（全体の56.5％　　⑳予算 56.7％）
　このことは自主財源割合にも影響し、本市の財政の安定性を語る上で大きな特徴といえま
す。（P.9参照）
　歳入の主なものとしては、市税に続き、国・県支出金、市債の順になっています。
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＜市税の内訳＞ （単位：千円）

平成２１年度 平成２０年度 増　　減
増減率
（％）

個 人 92,647,000 90,985,000 1,662,000 1.8

法 人 21,114,000 25,252,000 △ 4,138,000 △ 16.4

計 113,761,000 116,237,000 △ 2,476,000 △ 2.1

土 地 37,624,000 35,264,000 2,360,000 6.7

家 屋 31,066,000 31,337,000 △ 271,000 △ 0.9

償 却 9,360,000 9,457,000 △ 97,000 △ 1.0

交 納
付 金

763,000 759,000 4,000 0.5

計 78,813,000 76,817,000 1,996,000 2.6

771,000 756,000 15,000 2.0

6,513,000 6,839,000 △ 326,000 △ 4.8

2 2 0 0.0

1,282 960 322 33.5

4,072,000 3,900,000 172,000 4.4

土 地 10,609,000 10,216,000 393,000 3.8

家 屋 6,442,000 6,479,000 △ 37,000 △ 0.6

計 17,051,000 16,695,000 356,000 2.1

220,982,284 221,244,962 △ 262,678 △ 0.1

都市計画税

固定資産税

市税　合計

区分

特 別 土 地 保 有 税

入 湯 税

事 業 所 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

市 民 税

景気の後退による企業収益の悪化に伴い法人市民税の大幅な減額（▲16.4%）を見込む一方
で、人口の伸び等による納税義務者の増加による個人市民税の増額や、固定資産税（土地）
の評価替等による増額を見込んでいます。
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（２）歳出（目的別）

平成２１年度 平成２０年度 比 較 対比（%） 構成比（%）

1 議 会 費 1,666,843 1,636,504 30,339 1.9 0.4

2 総 務 費 43,294,090 41,560,192 1,733,898 4.2 11.1

3 民 生 費 108,472,668 106,027,109 2,445,559 2.3 27.7

4 衛 生 費 34,014,987 42,364,332 △ 8,349,345 △ 19.7 8.7

5 労 働 費 821,108 835,194 △ 14,086 △ 1.7 0.2

6 農 林 水 産 業 費 1,462,210 1,487,291 △ 25,081 △ 1.7 0.4

7 商 工 費 12,344,953 7,283,741 5,061,212 69.5 3.2

8 土 木 費 89,690,991 92,165,625 △ 2,474,634 △ 2.7 22.9

9 消 防 費 14,090,487 13,524,256 566,231 4.2 3.6

10 教 育 費 42,800,972 39,461,596 3,339,376 8.5 10.9

11 災 害 復 旧 費 5 5 0 0.0 0.0

12 公 債 費 42,370,686 43,884,155 △ 1,513,469 △ 3.4 10.8

13 予 備 費 200,000 200,000 0 0.0 0.1

391,230,000 390,430,000 800,000 0.2 100.0

（単位：千円）

款

歳 出 合 計

※目的別とは
　歳出の内訳を行政目的別（総務、衛生、
　消防など）によって分類したもの。

【増の主なもの】
　商工費(69.5％増)の主な要因　　中小企業融資貸付金の増など
　教育費( 8.5％増)の主な要因　　小・中・高等学校、公民館耐震補強の増など
　消防費( 4.2％増)の主な要因　　消防署・所の改修の増など
　総務費( 4.2％増)の主な要因　　情報システムオープン化の増など

【減の主なもの】
　衛生費(19.7％減)の主な要因　　市民医療センター建設費の減など
　公債費( 3.4％減)の主な原因　　平成20年度満期一括償還分の減など
　土木費( 2.7％減)の主な要因　　赤山東線整備や西大宮駅建設の減など
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（３）歳出（性質別）
平成２１年度 平成２０年度 比 較 対比（％） 構成比（％）

171,930,936 170,493,974 1,436,962 0.8 44.0

人　 　件　 　費 77,755,939 76,778,066 977,873 1.3 19.9

扶 　　助 　　費 55,209,288 52,561,233 2,648,055 5.0 14.1

公 　　債 　　費 38,965,709 41,154,675 △ 2,188,966 △ 5.3 10.0

66,654,485 63,369,474 3,285,011 5.2 17.0

62,373,364 71,866,618 △ 9,493,254 △ 13.2 15.9

補 助 事 業 19,645,056 23,429,849 △ 3,784,793 △ 16.2 5.0

単 独 事 業 41,245,308 46,500,769 △ 5,255,461 △ 11.3 10.5

国直轄事業負担金 1,483,000 1,936,000 △ 453,000 △ 23.4 0.4

5 5 0 0.0 0.0

6,253,421 5,702,426 550,995 9.7 1.6

26,787,090 28,497,079 △ 1,709,989 △ 6.0 6.8

924,060 692,118 231,942 33.5 0.2

4,611,763 4,844,702 △ 232,939 △ 4.8 1.2

19,587,363 14,248,029 5,339,334 37.5 5.0

31,907,513 30,515,575 1,391,938 4.6 8.2

200,000 200,000 0 0.0 0.1

391,230,000 390,430,000 800,000 0.2 100.0

※平成21年度の額は今後変更となる場合があります。

災 害 復 旧 事 業

歳 出 合 計

繰 出 金

予 備 費

貸 付 金

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

（単位：千円）

区 分

普 通 建 設 事 業 費

物 件 費

義 務 的 経 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

※性質別とは
　予算の節の区分を基準とし、市の経費を
　性質(人件費、物件費など)によって分類
　したもの。

【増の主なもの】
　貸付金(37.5％増)の主な要因　　　中小企業資金融資の増など
　物件費( 5.2％増)の主な要因　　　情報システムオープン化事業の増など
　扶助費( 5.0％増)の主な要因　　　生活扶助費・児童手当・医療費の給付の増など
　繰出金( 4.6％増)の主な要因　　　後期高齢者医療事業特会への繰出金の増など
【減の主なもの】
　普通建設事業費(13.2％減)の　　　市民医療センター建設事業や西大宮駅周辺
　主な要因　　　　　　　　　　　　整備経費の減など
　補助費等( 6.0％減)の主な要因　　市税還付金・下水道事業会計繰出金の減など
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